
保護者に対する個別の支援を行うよう努めること。 

 

ウ 外国籍家庭など、特別な配慮を必要とする家庭の場合には、状況等に応じて個別の支援を行うよう

努めること。 

 

（３）不適切な養育等が疑われる家庭への支援 

ア 保護者に育児不安等が見られる場合には、保護者の希望に応じて個別の支援を行うよう努めること。 

 

イ 保護者に不適切な養育等が疑われる場合には、市町村や関係機関と連携し、要保護児童対策地域協

議会で検討するなど適切な対応を図ること。また、虐待が疑われる場合には、速やかに市町村又は児童相

談所に通告し、適切な対応を図ること。 

 

３ 地域の保護者等に対する子育て支援 

（１）地域に開かれた子育て支援 

ア 保育所は、児童福祉法第 48条の４の規定に基づき、その行う保育に支障がない限りにおいて、地域

の実情や当該保育所の体制等を踏まえ、地域の保護者等に対して、保育所保育の専門性を生かした子育

て支援を積極的に行うよう努めること。 

 

イ 地域の子どもに対する一時預かり事業などの活動を行う際には、一人一人の子どもの心身の状態な

どを考慮するとともに、日常の保育との関連に配慮するなど、柔軟に活動を展開できるようにすること。 

 

（２）地域の関係機関等との連携 

ア 市町村の支援を得て、地域の関係機関等との積極的な連携及び協働を図るとともに、子育て支援に関

する地域の人材と積極的に連携を図るよう努めること。 

 

イ 地域の要保護児童への対応など、地域の子どもを巡る諸課題に対し、要保護児童対策地域協議会など

関係機関等と連携及び協力して取り組むよう努めること。 

 


